市営新町住宅他建替え事業
様式集（入札書類審査）

平成24年10月5日
大館市
＜市営新町住宅他建替え事業 様式集(入札書類審査)作成要領＞

１　基本事項

（１）作成上の留意点
　　①　記載内容全般

· 本作成要領に枚数の指定があるものは、それに従うこと。記載のない様式については枚数を制限しない。

· 本作成要領における記入要領に様式の指定があるものは、それに従うこと。

　　②　書式等

· 使用する用紙は、表紙を含め、各指定様式を使用し、特に指定のない限りは、A4判縦長横書き片面とすること。

· 各提出書類等に用いる言語は日本語、通貨は円、単位はＳＩ単位とすること。

　　③　編集方法

· 提出書類等の1項目が複数ページにわたるときは、右肩に番号を振ること。

　例）1/2
（２）提出部数等

· 「入札書類審査に関する提出書類」のうち、様式A-1、様式A-2、様式A-5については、正・副各1部、計2部を正・副毎に纏めて提出すること。様式A-3、様式A-4、様式A-4別表については、封筒に入れ密封し、封筒の表書には事業名、書類名、入札参加者名（入札参加グループ名）を表記のうえ１部提出すること。
· 「提案書（１．～８．）」をA4判縦長（Ａ３判指定の様式は横折込）左綴じとし、正本1部、副本12部、合計13部を提出すること。ファイルの表紙に事業名、書類名、入札参加者名及び通し番号（正本分には正1/13、副本分には副2/13～副13/13）を記載すること。また、ファイルの背表紙にも提案書名、入札参加者名及び通し番号を記載すること。なお、項目ごとにインデックスを付けること。提案書の最後に、基礎審査項目チェックシート(K -1)を添付すること。ただし、副本分（様式A-1～A-5は除く、本文中も含む）については、入札参加企業又は代表企業、構成企業、協力企業の企業名を一切記載せず、「代表企業A」、「構成企業B」、「協力企業C」等という表記とすること。また、表紙や各様式の入札参加者名欄は、本市側で使用するため、空欄にしておくこと。
· 「提案書（９．）」については、A3判横長左綴じとし、正本1部、副本12部、合計13部を提出すること。それぞれのファイルの表紙に事業名、書類名、入札参加者名及び通し番号（正本分には正1/13、副本分には副2/13～副13/13）をつけること。また、ファイルの背表紙にも提案書名、入札参加者名及び通し番号を記載すること。なお、図面ごとにインデックスを付けること。ただし、副本分（本文中も含む）については、入札参加企業又は代表企業、構成企業、協力企業の企業名を一切記載せず、「代表企業A」、「構成企業B」、「協力企業C」等という表記とすること。また、表紙や各様式の入札参加者名欄は、本市側で使用するため、空欄にしておくこと。
· 提案書提出時には、提出書類と同じ内容を保存したCD-Rを2組（元ファイル及びPDFファイル）提出すること。なお、当該CD-Rには、事業名、入札参加者名、保存されている書類名及び項目を明記すること。ただし、様式A-3、様式A-4、様式A-4別表は除く。
＜入札書類審査書類の構成　1/2＞

	書類名
	分類
	項目
	様式
	Ｎｏ
	枚数

制限
	用紙

ｻｲｽﾞ

	入札書類審査に関する提出書類
	入札書類審査書類提出書
	指定
	A-1
	1
	A4

	
	入札参加者構成表
	指定
	A-2
	適宜
	A4

	
	入札書
	指定
	A-3
	1
	A4

	
	入札価格計算書（別表含む）
	指定
	A-4
	3
	A4

	
	要求水準書及び添付書類に関する確認書
	指定
	A-5
	1
	A4

	提案書
	1. 事業計画全般に関する事項
	本事業への基本的な考え方についての提案
	共通
	B-1
	1
	A4

	
	
	資金・収支計画についての提案
	共通
	B-2
	1
	A4

	
	
	リスク管理についての提案
	共通
	B-3
	2
	A4

	
	
	ライフサイクルコストの低減についての提案
	共通
	B-4
	1
	A4

	
	2. 設計業務に関する事項
	意匠計画の考え方についての提案
（①全体配置・ゾーニング・動線計画、②建築デザイン・景観への配慮、③住棟全体計画（集会施設、共用部等）、④住戸計画、⑤仕上計画、⑥ユニバーサルデザイン（共用部エントランス等における対応状況がわかる断面等の挿絵を含む）、⑦駐車場・駐輪場・外構等でそれぞれ各1枚）
	共通
	C-1
	7
	A4

	
	
	構造計画の考え方（耐震安全性の確保・被害軽減対策）についての提案
	共通
	C-2
	1
	A4

	
	
	設備計画の考え方についての提案
（①更新性・メンテナンス性の配慮、②省エネ・省資源、ランニングコスト低減、③居住性の確保への配慮（静寂性を保つための騒音・振動対策、凍結防止対策、結露防止対策等）で計3枚）
	共通
	C-3
	3
	A4

	
	
	防災安全計画についての提案
（①安全性の確保、②防犯性の充実で計2枚）
	共通
	C-4
	2
	A4

	
	
	周辺環境・地球環境への配慮についての提案
（①周辺環境（景観、騒音、日照等）への配慮、②環境保全・環境負荷低減への配慮で計2枚）
	共通
	C-5
	2
	A4

	
	3. 建設・工事監理業務に関する事項
	建設業務全般に係る事項についての提案
	共通
	D-1
	2
	A4

	
	
	解体工事等に係る事項についての提案
	共通
	D-2
	1
	A4

	
	
	工事監理業務全般に係る事項についての提案
	共通
	D-3
	1
	A4

	
	4. 維持管理業務に関する事項


	維持管理業務全般に係る事項、建築物保守管理業務に係わる事項、建築設備等保守管理業務に係わる事項、長期修繕計画作成業務に係る事項についての提案
	共通
	E-1
	1
	A4


＜入札書類審査書類の構成　2/2＞

	書類名
	分類
	項目
	様式
	Ｎｏ
	枚数

制限
	用紙

ｻｲｽﾞ

	提案書
	5.独自提案に関する事項
	本事業の主旨に沿った内容で、設計、建設・工事監理、維持管理業務以外の事業者独自のノウハウやアイディア、地域社会・経済への貢献、男女共同参画社会の実現に向けた取り組み（本業務における各業務への女性参画（例：業務担当、ワークショップ）等）についての提案
	共通
	F-1
	2
	A4

	
	6.事業収支等提案書類
	資金調達計画書
	指定
	G-1
	適宜
	A4

	
	
	資金収支計画表
	指定
	G-2
	1
	A3

	
	7.提案価格等提案書類
	初期投資費見積書
	指定
	H-1
	1
	A3

	
	
	維持管理費見積書（年次計画表）
	指定
	H-2
	1
	A3

	
	
	維持管理費見積書（内訳表）
	指定
	H-3
	適宜
	A4

	
	8.事業スケジュール
	事業スケジュール表
	指定
	I-1
	1
	A3

	
	9.計画図面等提案書類
	計画概要
	指定
	J-1
	1
	A3

	
	
	仕上表（外部及び内部）※
	なし
	J-2
	適宜
	A3

	
	
	配置図×3住宅　　　　　　（S=1/300～1/200）
	なし
	J-3
	1×3
	A3

	
	
	平面図（各階）×3住宅　　（S=1/300～1/200）
	なし
	J-4
	各階

1枚×3
	A3

	
	
	住戸プラン図　　　　　　（S=1/100）
（住戸タイプ1LDK、2LDK各1プラン）※
	なし
	J-5
	適宜
	A3

	
	
	立面図（2面）×3住宅　　（S=1/300～1/200）
	なし
	J-6
	2×3
	A3

	
	
	断面図（1面）×3住宅　　（S=1/300～1/200）
	なし
	J-7
	1×3
	A3

	
	
	イメージパース（鳥瞰図及び人の目線によるイメージがわかり、道路及び周辺環境（近隣住宅等）を含む外観図、内観図）×3住宅
	なし
	J-8
	3×3
	A3

	
	
	構造計画の概要と特徴※
	なし
	J-9
	2
	A3

	
	
	電気設備計画の概要と特徴※
	なし
	J-10
	2
	A3

	
	
	機械設備計画の概要と特徴※
	なし
	J-11
	2
	A3

	
	
	動線計画図×3住宅
	なし
	J-12
	1×3
	A3

	
	
	外構計画図×3住宅
	なし
	J-13
	1×3
	A3

	
	
	日影図（時間及び等時間）×3住宅
	なし
	J-14
	1×3
	A3

	
	
	仮設計画概要図×3住宅
	なし
	J-15
	1×3
	A3

	基礎審査項目チェックシート
	指定
	K-1
	適宜
	A4


※3住宅中、代表的な住宅の計画について記載願います。
２　入札書類審査書類における記載内容の留意点

· 各書類の表紙の右上に通し番号（正本分は正1/13、副本分は副2/13～副13/13）を記載すること。

· 提案にあたっては、内容及びその効果が分かりやすいように、具体的にイラスト等を使用するなどの工夫を施すこと。また、本様式の記載内容に関係して、他の様式、図面等により詳細な内容を示している場合は、その箇所を分かりやすく示すこと。

· 各書類の右上所定の欄に、入札参加者名を記載すること。

	１　入札書類審査に関する提出書類


　様式Ａ―１

平成　　年　　月　　日

入札書類審査書類提出書

（宛て先）

大館市長

· 「市営新町住宅他建替え事業」の入札必要書類を添付して提出します。

· なお、入札説明書に定められた入札参加者に関する条件を満たしていること、並びに提出書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。

	■代表企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


様式Ａ―2
入札参加者構成表

●代表企業

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール


●構成企業

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール


●協力企業

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール

	商号又は名称

  eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　　　　　　　)

	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　電子メール


◆備考　記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
様式Ａ－３

平成　　年　　月　　日

入　札　書

件名：　市営新町住宅他建替え事業
　　合計

	千
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記のとおり、「市営新町住宅他建替え事業入札説明書等」（「事業仮契約書(案)」、「要求水準書及び添付書類」、「落札者決定基準」、「様式集」及び「基本協定書（案）」を含む。）の各条項を承諾の上、入札します。

上記金額に、取引に係る消費税及び地方消費税相当額を加算した金額をもって標記の事業を実施します。

（宛て先）

大館市長

代表企業

　 所在地

　
　
　 商号又は名称

　　
　 役職・氏名





印

＜代理人の場合＞　 住所

　
　　
　 氏名






印

◆備考 

・入札参加企業による入札の場合には、「代表企業」を「入札参加企業」と記載すること。

・金額は、算用数字で表示し、頭書に￥の記号を付記すること。

・代理人による入札の場合は、代表企業欄及び代理人欄に記載すること。
様式Ａ－４

平成　　年　　月　　日

入　札　価　格　計　算　書

件名：　市営新町住宅他建替え事業
	
	（単位：円）

	区　分
	実　額

	入札金額（１＋２）
	※3

	１．設計及び建設工事等業務の対価（①＋②）
	

	
	①　施設費※1
	

	
	②　割賦手数料（割賦金利：　　　％）
	

	２．維持管理業務の対価※2
	


備考　１　提案の内容に基づき、事業期間中の総見積り額を記入すること。

２　各金額には消費税等相当額を含めないこと。

３　※１には、一時支払金を含む施設費の総額を記入すること。

４　※２には、物価上昇を見込まず、合計額を記入すること。

５　※３に記載する額が、入札書(様式A-3)に記入する入札金額となり、この金額を価格評価点算定に用いる。

６　入札価格の区分は、事業契約約款（案）別紙4の表2によること。

様式Ａ－４（別表）

別表①　施設整備費の内訳








（単位：円）

	支払時期
	 eq \o\ac(○,ア)割賦原価
	 eq \o\ac(○,イ)消費税及び

地方消費税

相当額
	 eq \o\ac(○,ウ)割賦手数料

（非課税）
	 eq \o\ac(○,エ)税抜計

（= eq \o\ac(○,ア)+ eq \o\ac(○,ウ)）
	 eq \o\ac(○,オ)税込計

(= eq \o\ac(○,ア)+ eq \o\ac(○,イ)+ eq \o\ac(○,ウ))

	平成27年3月
	682,551,000  
	34,127,550
	
	682,551,000
	716,678,550

	平成27年5月
	●
	●
	●
	●
	●

	平成27年11月
	●
	●
	●
	●
	●

	平成28年3月
	574,417,000
	28,720,850
	
	574,417,000
	603,137,850

	平成28年5月
	●
	●
	●
	●
	●

	平成28年11月
	
	
	
	
	

	平成29年5月
	
	
	
	
	

	平成29年11月
	
	
	
	
	

	平成30年5月
	
	
	
	
	

	平成30年11月
	
	
	
	
	

	平成31年5月
	
	
	
	
	

	平成31年11月
	
	
	
	
	

	平成32年5月
	
	
	
	
	

	平成32年11月
	
	
	
	
	

	平成33年5月
	
	
	
	
	

	平成33年11月
	
	
	
	
	

	平成34年5月
	
	
	
	
	

	平成34年11月
	
	
	
	
	

	平成35年5月
	
	
	
	
	

	平成35年11月
	
	
	
	
	

	平成36年5月
	
	
	
	
	

	平成36年11月
	
	
	
	
	

	平成37年5月
	
	
	
	
	

	平成37年11月
	
	
	
	
	

	平成38年5月
	
	
	
	
	

	平成38年11月
	
	
	
	
	

	平成39年5月
	
	
	
	
	

	平成39年11月
	
	
	
	
	

	平成40年5月
	
	
	
	
	

	平成40年11月
	
	
	
	
	

	平成41年5月
	
	
	
	
	

	平成41年11月
	
	
	
	
	

	平成42年5月
	
	
	
	
	

	平成42年11月
	
	
	
	
	

	事業期間合計
	 eq \o\ac(○,カ)　　　　　 ●
	 eq \o\ac(○,キ)　　　　　 ●
	 eq \o\ac(○,ク)　　　　　 ●
	 eq \o\ac(○,ケ)　　　　　 ●
	 eq \o\ac(○,コ)　　　　　 ●


備考　１
平成27年度中に支払いを予定している一時支払金については、平成27年3月に第1回目、平成28年3月に第2回目に支払われるものとして金額を記載している。

別表②　維持管理業務費の内訳








（単位：円）

	支払時期
	 eq \o\ac(○,サ)維持管理費のサービスの対価
	 eq \o\ac(○,シ)消費税及び地方消費税相当額
	 eq \o\ac(○,ス)その他費用のサービスの対価
	 eq \o\ac(○,セ)消費税及び地方消費税相当額
	 eq \o\ac(○,ソ)税抜計

（= eq \o\ac(○,サ)+ eq \o\ac(○,ス)）
	 eq \o\ac(○,タ)税込合計

（= eq \o\ac(○,ソ)+ eq \o\ac(○,シ)+ eq \o\ac(○,セ)）

	平成27年11月
	●
	●
	●
	●
	●
	●

	平成28年5月
	●
	●
	●
	●
	●
	●

	平成28年11月
	●
	●
	●
	●
	●
	●

	平成29年5月
	
	
	
	
	
	

	平成29年11月
	
	
	
	
	
	

	平成30年5月
	
	
	
	
	
	

	平成30年11月
	
	
	
	
	
	

	平成31年5月
	
	
	
	
	
	

	平成31年11月
	
	
	
	
	
	

	平成32年5月
	
	
	
	
	
	

	平成32年11月
	
	
	
	
	
	

	平成33年5月
	
	
	
	
	
	

	平成33年11月
	
	
	
	
	
	

	平成34年5月
	
	
	
	
	
	

	平成34年11月
	
	
	
	
	
	

	平成35年5月
	
	
	
	
	
	

	平成35年11月
	
	
	
	
	
	

	平成36年5月
	
	
	
	
	
	

	平成36年11月
	
	
	
	
	
	

	平成37年5月
	
	
	
	
	
	

	平成37年11月
	
	
	
	
	
	

	平成38年5月
	
	
	
	
	
	

	平成38年11月
	
	
	
	
	
	

	平成39年5月
	
	
	
	
	
	

	平成39年11月
	
	
	
	
	
	

	平成40年5月
	
	
	
	
	
	

	平成40年11月
	
	
	
	
	
	

	平成41年5月
	
	
	
	
	
	

	平成41年11月
	
	
	
	
	
	

	平成42年5月
	
	
	
	
	
	

	平成42年11月
	
	
	
	
	
	

	平成43年5月
	
	
	
	
	
	

	平成43年11月
	
	
	
	
	
	

	事業期間合計
	 eq \o\ac(○,チ)　　　●
	 eq \o\ac(○,ツ)　　　●
	 eq \o\ac(○,テ)　　　●
	 eq \o\ac(○,ト)　　　●
	 eq \o\ac(○,ナ)　　　●
	 eq \o\ac(○,ニ)　　　●


別表③　その他の費用の内訳








（単位：円）

	支払時期
	 eq \o\ac(○,サ)維持管理費のサービスの対価
	 eq \o\ac(○,シ)消費税及び地方消費税相当額
	 eq \o\ac(○,ス)その他費用のサービスの対価
	 eq \o\ac(○,セ)消費税及び地方消費税相当額
	 eq \o\ac(○,ソ)税抜計

（= eq \o\ac(○,サ)+ eq \o\ac(○,ス)）
	 eq \o\ac(○,タ)税込合計

（= eq \o\ac(○,ソ)+ eq \o\ac(○,シ)+ eq \o\ac(○,セ)）

	平成27年11月
	●
	●
	●
	●
	●
	●

	平成28年5月
	●
	●
	●
	●
	●
	●

	平成28年11月
	●
	●
	●
	●
	●
	●

	平成29年5月
	
	
	
	
	
	

	平成29年11月
	
	
	
	
	
	

	平成30年5月
	
	
	
	
	
	

	平成30年11月
	
	
	
	
	
	

	平成31年5月
	
	
	
	
	
	

	平成31年11月
	
	
	
	
	
	

	平成32年5月
	
	
	
	
	
	

	平成32年11月
	
	
	
	
	
	

	平成33年5月
	
	
	
	
	
	

	平成33年11月
	
	
	
	
	
	

	平成34年5月
	
	
	
	
	
	

	平成34年11月
	
	
	
	
	
	

	平成35年5月
	
	
	
	
	
	

	平成35年11月
	
	
	
	
	
	

	平成36年5月
	
	
	
	
	
	

	平成36年11月
	
	
	
	
	
	

	平成37年5月
	
	
	
	
	
	

	平成37年11月
	
	
	
	
	
	

	平成38年5月
	
	
	
	
	
	

	平成38年11月
	
	
	
	
	
	

	平成39年5月
	
	
	
	
	
	

	平成39年11月
	
	
	
	
	
	

	平成40年5月
	
	
	
	
	
	

	平成40年11月
	
	
	
	
	
	

	平成41年5月
	
	
	
	
	
	

	平成41年11月
	
	
	
	
	
	

	平成42年5月
	
	
	
	
	
	

	平成42年11月
	
	
	
	
	
	

	平成43年5月
	
	
	
	
	
	

	平成43年11月
	
	
	
	
	
	

	事業期間合計
	 eq \o\ac(○,チ)　　　●
	 eq \o\ac(○,ツ)　　　●
	 eq \o\ac(○,テ)　　　●
	 eq \o\ac(○,ト)　　　●
	 eq \o\ac(○,ナ)　　　●
	 eq \o\ac(○,ニ)　　　●


様式Ａ－５

平成　　年　　月　　日

要求水準書及び添付書類に関する確認書

（宛て先）

大館市長

　平成24年10月5日に公表されました「市営新町住宅他建替え事業」の入札説明書等に対して提出する本入札書類審査書類は、入札説明書等の「要求水準書及び添付書類」に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

	■代表企業

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


	1. 事業計画全般に関する事項


「1. 事業計画全般に関する事項」表紙

様式Ｂ－＊＊　【様式Ｎｏを記入して下さい】

1. 事業計画全般に関する事項

	【項目名を記載して下さい。】　例　本事業への基本的な考え方についての提案　　　　　●／●ページ

	　共通様式　



	2. 設計業務に関する事項


「2. 設計業務に関する事項」表紙

様式Ｃ－＊＊　【様式Ｎｏを記入して下さい】
2. 設計業務に関する事項

	【項目名を記載して下さい。】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●／●ページ

	　共通様式　



	3. 建設・工事監理業務に関する事項


「3. 建設・工事監理業務に関する事項」表紙

様式Ｄ－＊＊　【様式Ｎｏを記入して下さい】
3. 建設・工事監理業務に関する事項

	【項目名を記載して下さい。】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●／●ページ

	　共通様式　



	4. 維持管理業務に関する事項


「4. 維持管理業務に関する事項」表紙

様式Ｅ－＊＊　【様式Ｎｏを記入して下さい】
4. 維持管理業務に関する事項

	【項目名を記載して下さい。】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1●／●ページ

	　共通様式　



	5. 独自提案に関する事項


「5. 独自提案に関する事項」表紙

様Ｆ－＊＊　【様式Ｎｏを記入して下さい】
5. 独自提案に関する事項

	【項目名を記載して下さい。】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●／●ページ

	　共通様式　



	６. 事業収支等提案書類


「６. 事業収支等提案書類」表紙

様式Ｇ－１

	資金調達計画書


１．
資金調達の概要について

表①：資金調達の概略








　　単位：千円

	自己資金
	調達形態
	出資者名
	●●（株）
	▲▲（株）
	■■（株）
	（株）◆◆
	合計

	
	資本金
	出資者分類
	代表企業
	構成企業
	協力企業
	その他
	－

	
	
	出資形態
	
	
	
	
	－

	
	
	出資金額
	
	
	
	
	

	
	
	（調達割合）
	％
	％
	％
	％
	％

	
	株主劣後

ﾛｰﾝ
	融資金額
	
	
	
	
	

	
	
	（調達割合）
	％
	％
	％
	％
	％

	
	その他
	金額
	
	
	
	
	

	
	
	（調達割合）
	％
	％
	％
	％
	％

	外部借入等
	調達形態
	資金調達先
	○○銀行
	△△銀行
	
	
	合計

	
	優先ﾛｰﾝ
	融資金額
	
	
	
	
	

	
	
	（調達割合）
	％
	％
	％
	％
	％

	
	社債等

その他
	金額
	
	
	
	
	

	
	
	（調達割合）
	％
	％
	％
	％
	％


表②：外部借入等の借入条件の概略

	調達

形態
	資金調達先
	調達額
	金利
	調達時期
	返済方法

返済期間
	備考

	優先ﾛｰﾝ
	○○銀行
	
	
	
	
	

	
	△△銀行
	
	
	
	
	

	社債等その他
	
	
	
	
	
	

	株主

劣後ﾛｰﾝ
	
	
	
	
	
	


◆備考

※１：出資者分類は、①入札参加企業又は代表企業、②構成企業、③協力企業、④その他の区分を記載すること。

※２：出資形態において、普通・優先株式等の優先劣後構造を想定されている場合は、その分類を記載すること。

※３：株主による劣後ローン等の調達手法を用いる場合は、借入条件を表②に記載すること。

※４：調達割合は、資金需要額総額に対する割合を記載すること。

※５：施設費のうち、市が支払う一時支払金は、平成27年3月に第一期建設工事分として682,551千円（消費税抜き）、平成28年3月に第二期建設工事分として574,417千円（消費税抜き）が支払われるものとして計画すること。

※６：外部借入における資金提供者については、関心表明書等を提出した金融機関等を必ず含むものとし、その写しを添付すること。また、これ以外に入札書類の提出時点で決定又は想定しているものについては、可能な範囲で記載すること。

※７：調達金利については、基準金利等及び利ざやに区分し、小数点第3位まで、4位以下四捨五入で記入すること。基準金利等については、変動・固定等の別等についても記入すること。

※８：建設期間中と維持管理期間中の調達条件が異なる場合には、各々の借入についてその条件を記載すること。

※９：金額は千円未満切り捨て、調達割合の算出にあたっては、小数点第１位まで、２位以下切り捨てること。

２．割賦金利（提案金利）について

（１）割賦金利について
割賦金利：基準金利2.3%＋スプレッド 　　　　 ％ ＝ 　　　　 ％

※
割賦金利は、元利均等払いを前提とし、基準金利と事業者の提案による利鞘（スプレッド）の合計とする。なお、提案提出時に使用する基準金利は2.3％とする。

※
契約に際しての基準金利は、第一期引渡し分を平成27年●月●日（第一期引渡し予定日）の2営業日前、残り分を平成28年●月●日（最終引渡し予定日）の2営業日前 の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンス・レート（T.S.R）としてTerelate17143ページ（又はその後継もしくは代替ページ）に掲示されている6箇月LIBORベース10年物（円/円）金利スワップレートとする。また、金利変動に基づく割賦金利の10年後の改定については、基準金利を10年後に見直すこととし、基準金利の改定は平成●年●月●日（第一期分）、平成●年●月●日（第二期分）のそれぞれの2営業日前 の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンス・レート（T.S.R）としてTerelate17143ページ（又はその後継もしくは代替ページ）に掲示されている6箇月LIBORベース10年物（円/円）金利スワップレートとする。
（２）割賦金利の概説

	※
割賦金利の設定条件等についての説明を簡潔に記入してください。


	７. 提案価格等提案書類


「７. 提案価格等提案書類」表紙

	８. 事業スケジュール


「８. 事業スケジュール」表紙

	９. 計画図面等提案書類


A3横で作成すること

「９. 計画図面等提案書類」表紙

